
最後の議会活動のご報告です 
「今こそ始める和光の未来づくり」 
 
この言葉をキャッチフレーズにして４年前に政治の世界に飛び込みました。 

和光市は将来の発展が期待できる数少ない自治体の一つです。議会で
は将来に効果があると私が考える施策を中心に提言しました。 
 

実現できたこと、できなかったこと両方ありましたが、実現できたことに対
しては適切に執行されているかどうか今後もチェックします。一方で、実現
できなかったことについては、予算やマンパワー等、実現可能性を見極め
たうえで、和光市の発展に必要だと思うことについては引き続き議会で提
案して参ります。 
 

将来に希望を持って勉強や運動を頑張っている子ども達、日々懸命に働
く方々、子育て奮闘中のパパさんママさん、穏やかで幸せな生活を送りた
いと願うシニアの方々、お一人お一人が今後の和光市の未来に期待でき、
わくわくするような施策を提言し、和光市の魅力をさらに高めていきたいと
思います。 

昭和51年10月31日 岡山県岡山市生まれ 
               （和光市の市制施行日と同じ10月31日） 
平成11年 神戸学院大学 経済学部経営学科卒業 
平成15年 大阪市立大学大学院 経営学研究科修了 
       （商学修士 専攻：地域経済学） 
平成15年 株式会社富士通システムソリューションズ入社 
       （現：株式会社富士通システムズ・イースト） 
       自治体向けのシステムの構築、運用保守を担当 
平成23年～ 和光市議会議員（1期） 
 
【所属】 和光市議会会派「新しい風」 
【役職歴】平成23年～25年 総務環境常任委員会委員 
                                                      議会運営委員会委員 
      平成25年～27年 文教厚生常任委員会副委員長 
【家族】妻・息子（2歳）の3人暮らし 

１期４年間の取り組み 

１．都市基盤整備・交通政策 

通学路の安心・安全   ～道路の一部分の拡幅、歩道整備が実現～ 
新倉小学校前の市道１号線は、笹目通りへの抜け道になっているため、交通量が多い
上、スピードを出す車両が多いです。当該箇所は歩道が狭く、ガードレールもなく、大型
車が通過する際には歩行者とすれすれになるためＰＴＡや地域住民から改善の要望が
出されていました。 

その後道路の一部分を買収して拡幅し、部分的に歩道が設置されました。また、見通し
の悪い箇所にポールを立てる等改善が図られています。 

光が丘方面へのバス路線の新設 ～1日3往復の運行開始～ 

市民の都心部へのアクセスの選択肢の増加、また和光市駅の拠点性アップの観点か
ら、光が丘方面へのバス路線の新設を求めてきました。 
現在1日3往復の光が丘行きのバスが運行されています。 

高度地区の変更、建物の高さ制限の緩和  ～35メートル地区の設定～   

旧都市マスタープランの作成から10年がたっており、社会状況も変化していることから、

周囲に迷惑がかからないことを配慮した上で、老朽化したマンションをスムーズに更新
する制度が必要ではないかと問いました。 
現在、西大和団地地区の高度地区が変更され、35メートル高度地区になりました。 

ＩＴのプロ 



２．子育て・学校教育、高齢者福祉 
待機児対策  ～平成28年度に新園が完成～ 
人口が増加し続けている和光市においては現市長が就任以来、かなりのペースで認
可保育園を増やしてきましたが、現在においても待機児童問題と向き合っています。 
子ども・子育て支援新制度の施行により0歳～2歳児を対象とする小規模保育が新たに
認可になることにより、待機児童の解消はかなり進みます。 
また、平成28年度には新たに認可保育園が開園します。 

小・中学生の適切なスマートフォンの利用  ～指導、啓発のさらなる強化～ 
スマートフォン依存症、ゲームアプリの課金問題、ネットいじめ、位置情報が付加された
画像のＳＮＳへの投稿、有害サイトの閲覧制限・フィルタリング等、非常に多く議会で問
題を取り上げました。 

便利な一方で健全な青少年を育成する上で大きな障害となる可能性があることを利用
する本人だけでなく、保護者にも認識してもらう必要があります。 
私が指摘させていただいた点を学校に配布する啓発資料に反映してもらいました。 

認知症高齢者に対する支援  ～北エリアにグループホームを整備予定～ 
会派として認知症高齢者向けのグループホームの整備を要望しました。和光市の第6

期介護保険事業計画において今後北エリアに認知症高齢者対応型グループホームが
整備される予定になっています。 

また、自ら認知症サポーター養成講座に参加し、認知症サポーターの認定を受けまし
た。今後、市の介護サービスを補完する形で地域による支えあいの担い手のひとりとし
て活動していきます。 

３．ＩＴを活用した行政事務の効率化・コスト削減 

クラウド型の電算システムの導入  ～約5,300万円の削減～ 
税、住民登録、福祉等といった市が行う事務は電算システムを利用して行われていま
す。従来型のシステムからクラウド型へ移行すればコスト面、セキュリティ面から効果が
あることを議会の場で何度も訴えてきました。 
2013年10月にクラウド型のシステムに更新し従来のシステムと比較して5年間のシステ
ム使用料、保守費用、端末等の機器費用の合計で約5,300万円の削減がされます。 

公共施設予約システムの業務委託費用の見直し   ～約2,500万の削減～ 

体育館や運動場の予約、公民館等の空き状況を確認できる公共施設予約システムの
業務委託費用が高いことを指摘し、5年で約5,500万円かかっていたものが、およそ半
額の約3,000万円に費用を引き下げることができました。 

システムの障害復旧テストの実施   ～災害時でも業務継続が可能～    

災害などで仮に市のシステムが使えなくなると、市役所の事務がストップすることになり
ます。そのような事態を防ぐためのバックアップの仕組みが常に準備されています。し
かし、本当にバックアップによるシステムの運用が可能かどうかのテストを行っていな
かったので早期のテスト実施を要望しました。その後すぐにテストを行い、１件だけ想定
外の不具合が発生したものの、正常にバックアップが機能することが確認されました。 

４．公共施設の有効活用 

ネーミングライツの導入  ～約500万円の経費削減～ 

ネーミングライツとは、運動施設や文化施設など、名称に企業名や商品名などを付与
する権利のことを言い、施設の運用資金の調達方法のひとつです。和光市においても
ネーミングライツを導入することを提案しました。現在、駅南口公衆便所が対象となり、
初回改修費約250万円、定期メンテナンス費約230万円が業者負担になります。 



Wi-Fiスポットの導入   ～53施設にWi-Fiスポットを設置～ 
Ｗｉ－Ｆｉとは簡単に言うと、無線でネットワークに接続する技術です。大規模災害の発
生時に携帯電話の通信機能が使えなくなることが予想できるため、公共施設にＷｉ－Ｆｉ
スポットの設置すれば代替手段になり得ます。また通信速度も速いことから普段使いで
も十分使えます。現在市役所を始め、公民館、コミュニティーセンターなど非常に多くの
施設で利用できるようになっています。 

自転車駐輪場の市内・市外利用者の料金の変更 
和光市駅南口の地下駐輪場の定期の利用状況はほぼ100％であり、市民が新規で利

用するのが難しい状況でした。そして利用者の約半分は市外の方でした。駐輪場は当
然使用料だけで賄うことができず、市の税金で維持管理しております。このような状況
から市内・市外の利用者に差を設けることを提案いたしました。また他市では市外料金
の設定は普通に行われています。平成27年4月から料金改定されることになりました。 

５．安心・安全、消費者保護 
学校の非構造部材の耐震化  ～順次耐震化工事を実施～ 

東日本大震災をきっかけに全国的に学校の耐震化工事がなされてきました。それに比
べて建物以外の天井、壁、照明等の非構造部材の耐震化がなかなか進んでおらず、
和光市も例外ではありませんでした。このことから耐震化の要望を行い、順次市内の
小・中学校で非構造部材の耐震化が進んでおります。 

危険ドラッグの啓発  ～新たに啓発事業を実施～ 
近年の危険ドラッグ吸引に起因する交通事故は大変嘆かわしく許せない事件です。私
は危険ドラッグと呼称される以前、まだ一般的に知られていない時期から、脱法ハーブ
と言われていた麻薬まがいの商品の危険性を危惧し、販売の規制や啓発の必要性に
ついて議会で取り上げてきました。それまで市では脱法ハーブに特化した取り組みは
行っておりませんでしたが、今日では講演会開催や啓発に取り組んでおります。 

詐欺情報の提供   ～詐欺情報および対処方法の情報提供を検討中～ 
警察庁の調査によると昨年の特殊詐欺の被害は件数、金額ともに過去最悪でした。や
はり最もターゲットにされているのは高齢者層なのですが、若者もインターネットを悪用
した詐欺等で被害に遭っています。詐欺の種類も多種多様で予め知識を持っていない
と詐欺にひっかかるリスクがあります。そこで、比較的被害の多い詐欺をピックアップし、
ホームページや広報紙を活用して情報提供することを提案いたしました。まだ検討段
階ではありますが、前向きな答弁をいただいております。 

６．防災対策 

災害時の防災情報の提供   ～メール、ツイッターによる発信を実現～ 
東日本大震災が発生した年にメールやＳＮＳ等で防災情報を提供する仕組みを整える
ことを提案いたしました。現在市では防災・防犯メールの発信、ツイッターによる情報発
信をしております。また、ツイッターのハッシュタグ「＃和光市災害」を活用した情報収集
を実装し、防災訓練での社会実験を行い、その後台風接近時や降雪があった際に市
民の皆様より情報をいただいております。 

業務継続計画ＢＣＰの精度を高めるための訓練の実施 
業務継続計画（ＢＣＰ）は災害時に限られた資源で行政事務を継続するための計画で
す。ＢＣＰの実行性を高めるために、想定通りに職員を参集することが計画遂行におい
て重要だと考え、職員の参集訓練の実施を行うのか問いました。まだ未実施でありま
すが、ＢＣＰに基づいた職員の参集訓練の他、災害対策本部をつくって実際のオペレー
ションを含めた訓練を検討していく方向です。 

雨量・河川水位のモニタリング  ～他団体の社会実験を注視～ 
昨年6月に和光市を襲った豪雨は記憶に新しいですが、市は初動体制の遅れを認めて

おります。そこで、電源不要で既存の光ファイバーを利用してリアルタイムに雨量・水位
を計測できるパッシブ防災センサーの導入を提案させていただきました。まだ社会実験
の段階でありますが前向きに導入の検討をしていただいております。 



今後取り組む主要施策 

twitter、facebook、ブログにて情報発信中！ 
いはら陽輔公式ウェブサイトからアクセスできます。 

 
 
発行：和光市議会議員 いはら 陽輔 
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持続的成長につながる交通政策 １ ２ 多世代が安心できる住環境整備 

３ 地域に活力を与えるまちづくり ４ 効率的な行政マネジメントの推進 

①道路拡幅、歩車道分離、自転車専用 
     レーンの整備 
和光市には狭い道路が多く歩行が危険な場所が
多くあります。道路拡幅、歩車道分離を求め、安全
に歩行できる道路整備を推進します。 

また、自転車利用者と歩行者の事故防止のため
自転車専用レーンの整備を推進します。 

②高島平方面バス路線の新設 
和光市駅北口土地区画整理事業の進展を注視し
たうえで、以前より市民要望の高い高島平方面バ
ス路線の新設を求めてまいります。 

③市内循環バスの改善、バス利用の促進 
交通弱者の交通手段である市内循環バスの利便
性を高める取り組みをします。 

またバス停の利便性を向上させるため、バス停近
くの商店、事業所、公共施設等を待合所として活
用する埼玉県の事業「バスまちスポット」の導入を
目指します。 

①映画、ドラマ、アニメ等のロケ地誘致 

①待機児童ゼロ、保育所の新設 
待機児童ゼロを目指すため、認可保育園、認定こ
ども園の新設を推進します。 
また、待機児童の多い0歳～2歳児に対応するた
め小規模保育の新設を推進し、3歳児からのス
ムーズな転園ができるように取り組みます。 

②高齢者と子どもの日常交流の推進 

高齢者の入居型施設の整備を求め、子どもと交流
できる環境づくりを推進します。高齢者は子どもの
見守りを生きがいにでき、子どもは高齢者をいた
わる気持ちを持てるような交流を推進します。 

③ネットいじめ、ネットトラブルの撲滅 
各学校におけるネットいじめ対策、ネットモラル教
育の強化を推進します。 

また、ネットへの書き込みは一生消せないというこ
と、書き込んだ内容は自分の意図しない影響を与
える危険があることを徹底的に啓発します。 

都心に近いという和光市の利便性を活かし、映画、
ドラマ、アニメ等のロケ地として売り出し、撮影実
績を増やす取り組みを行います。 
また、フィルムコミッションの設立を推進します。 

②丸山台外環道路上部の有効活用 

丸山台外環道路上部は長期間に渡り活用されて
いません。現在市はバスターミナル整備を目指し
調査中です。バスターミナルの他、大学・大学院の
サテライト施設、貸し会議室等、多機能施設の整
備を提言してまいります。 

③駅周辺の商業機能、業務機能の拡大 

和光市駅南口に東武鉄道が駅ビル建設を計画し
ています。駅ビルと有機的に連携できる商業地区
を駅北口区画整理事業地内を整備し、またテナン
ト事業者の誘致等、駅周辺の利便性を向上させる
ため市が積極的に関わることを推進します。 

①ＩＴを活用した行政コストの削減、行政事務 
    の効率化 
市の電算システムのクラウド化等で大幅なコスト
削減ができましたが、さらに他団体とのシステムの
共同利用をすることによるコスト削減を目指します。 
また、仮想化技術の導入による業務サーバの統
合や業務端末の削減を推進します。 

②既存公共施設の複合化、多機能化 
利用率の低い公共施設の有効活用を推進します。
公共施設マネジメントを推進し、あまり利用されて
いない施設において、介護予防事業や子育て支
援事業に活用することを提言します。 

③ＰＰＰ、ＰＦＩ等の民間活力の導入 

今後、公共施設や公共インフラが老朽化のため、
維持保全のための費用が増大します。効率的・効
果的に公共資産を維持する手法としてＰＰＰ、ＰＦＩ
等の活用を進めてまいります。 
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